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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象  総合政策部 人事課 

 

2 監査の期間  令和 4年 2月   1日から 

令和 4年 2月  28日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度(令和 3年 12月末日現在)における人事課の所管に係

る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実施した。 

 

4 監査の結果 

人事課は 2係を擁し、参事以下 15人（うち、会計年度任用職員 6人を含む)の職員で

構成されている。また他に総合政策部付として、病気休暇、外部機関への派遣等の職員

が 11人となっている。 

各係の主な分掌事務として、職員係では、職員の給与、給与に関する他の任命権者と

の連絡調整、職員の福利厚生、職員共済組合、会計年度任用職員の報酬、職員の公務災

害補償、旅費、職員の衛生管理及び安全管理に関すること等。 

人事研修係では、職員の任免・分限・試験・服務・賞罰その他身分、人事及び給与に

関する他の任命権者との連絡調整、組織定員及び事務分掌並びに職務権限、職員団体、

事務改善、職員研修、特別職報酬等審議会に関すること等。 

 

 



 (1) 予算の執行状況等 

歳入は、一般会計においては、予算現額 3,333 万 6,000 円に対し調定額 150 万

2,738円で、収入済額は 150万 1,238円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 4.50％、調定額に対する収入済額の比率は

99.90％である。 

予算現額に対する収入済額の比率が低率であるのは、県支出金の県補助金では、総

務費県補助金の総務費補助金で、福岡県緊急短期雇用創出事業交付金、諸収入の雑入

では、公営企業会計退職手当負担金、公営事業会計人件費負担金、福岡県市町村職員

研修所派遣職員負担金等が未収入のためである。 

歳出では、一般会計においては、予算現額 30億 1,999万 9,000円に対し支出済

額 21億 6,730万 599円で、執行率は 71.76％となっている。 

また、各特別会計における人件費等の支出状況については、次のとおりである。 

国民健康保険特別会計では、予算現額 8,948万 6,000円に対し支出済額 6,843万

5,673円で執行率は 76.48％となっている。 

同和地区住宅資金貸付事業特別会計では、予算現額 966 万 8,000 円に対し支出済

額 685万 9,928円で執行率は 70.95％となっている。 

介護保険特別会計の保険事業勘定では、予算現額 1億 7,675万 5,000円に対し支

出済額 1億 3,235万 4,155円で執行率は 74.88％、介護サービス事業勘定では、予

算現額 2,774 万 6,000 円に対し支出済額 1,841 万 9,270 円で執行率は 66.39％

となっている。 

後期高齢者医療特別会計では、予算現額 1,781万 3,000円に対し支出済額 1,376

万 9,901円で執行率は 77.30％となっている。 

人事課が、令和 3年 4月 1日から令和 3年 12月末日までの間に実施した主な事務

事業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

歳入の主なものは、一般会計において、諸収入の雑入で、福岡県自治労県本部専従

職員分共済負担金 56 万 7,881 円、非常勤職員報酬に係る雇用保険料 69 万 8,557

円等が収入されている。 

歳出の主なものは、一般会計において、総務費の総務管理費では、一般管理費の旅

費で、福岡県市町村職員研修所などの研修旅費、派遣職員の旅費等 59 万 7,420 円、

委託料で、職員研修委託料、職員採用試験委託料、人事評価システム保守管理委託料

等 1,705万 5,575円、負担金補助及び交付金で、福岡県市町村職員研修所研修負担

金 40万 8,200円が、企画費では、ライセンス使用料 95万 400円が支出されている。 

 

 



令和 3年 12月末までに職員が参加した研修は、次表のとおりである。 

 

職員研修参加状況 【一般研修(庁内)】 

                                                  

研 修 内 容 参加人数 

新 規 採 用 職 員 研 修 21人 

新 任 係 長 研 修 7人 

新 任 課 長 研 修 2人 

主 任 職 員 研 修 51人 

主 査 職 員 研 修 37人 

デジタルトランスフォーメーション研修 76人 

 

職員研修参加状況 【派遣研修(庁外)】                                                  

 

研 修 内 容 参加人数 派 遣 先 

県

内 

福岡県市町村職員研修所派遣研修 

（新規採用職員研修、一般職員研修、新任係

長研修、新任課長研修、新任部長研修、交渉

力研修，固定資産（土地・家屋）研修、地方

公会計研修、市町村民税研修、再任用職員研

修、地方公務員法研修他) 

101人 福岡県市町村職員研修所 

県 

外 
なし   

 

職員給与等の一般会計執行状況は、予算現額 29億 965万 1,000 円に対し支出済

額 21億 3,218万 4,691円で執行率は 73.28％となっている。 

この内訳は、報酬 1億 4,378万 4,765円、給料 9億 3,448万 6,827円、職員手

当等6億9,323万4,288円（扶養手当 2,994万772円、管理職手当1,390万7,880

円、特殊勤務手当 105万 7,310円、時間外勤務手当 5,147万 4,251円、通勤手当

2,108万 7,600円、住居手当 1,815万 3,188円、児童手当 2,211万 5,000円、

期末勤勉手当 5億 1,374万 3,527円、地域手当 30万 2,670円、退職手当 2,085

万 1,690 円、管理職員特別勤務手当 49 万 6,000 円、義務教育等教員特別手当 10

万 4,400円）、共済費 3億 6,067万 8,811円（共済組合負担金 3億 3,745万 4,283

円、災害補償負担金 244万 733円、社会保険料等 2,078万 3,795円）である。 

 

 (2) 経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為書、その他関係諸帳簿等照合審査の結果、概ね

良好に処理されていた。 



また、備品についても、台帳と照合の結果、概ね適正に管理されていた。 

 

 (3) 指摘事項について 

特に指摘すべき事項は、見受けられなかった。 

 

以上が、総合政策部人事課に関する定期監査の結果である。 

人事課は、地方自治法、地方公務員法、労働基準法、一般職の職員の給与に関する法

律、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律、労働安全衛生法等により人事行政

全般の業務を遂行されている。 

 目まぐるしく変化する社会情勢に対応し、自治体の役割は複雑多様化している。行政

サービスに対する市民のニーズを的確に捉え、労働生産性の向上を図るために職員の意

欲・能力が最大に発揮できる職場づくりが課題である。各種研修を通した職員のマネジ

メント能力の向上や、重複する業務の見直し、RPAや AIの導入による業務の合理化を進

め、質の高い業務への注力が可能となる環境づくりが必要となってくる。 

新型コロナウイルス感染症への対応の中で、行政手続きの押印義務付け廃止やオンラ

イン化を推進していく一方で、高齢者をはじめ、市民に寄り添う窓口の実現として庁舎

窓口レイアウト改修業務に取り組まれた。 

また、令和 5年度から、定年が段階的に引き上げられることから、本市においても必

要な行政サービスを将来にわたり安定的に提供できる体制を確保するため、中長期的な

視点での採用や退職管理のあり方について検討する必要がある。移行期間は定年退職者

が 2年に一度のみとなるため、新規採用者継続のための採用上の工夫や、高年齢職員の

構成比が高くなるなか、業務改革により総人件費の抑制を図りながら、市民サービスの

充実向上に努める必要がある。 

そのためには、職員の意識改革を図り、行政改革に前向きに取り組む風土を醸成して

いくとともに、組織力の向上、信頼される地方公共団体としての直方市を目指されるよ

う期待するものである。 


